
「行財政改革の推進について」の効果額（目標及び実績）

目標額（当初計画時）
(単位：千円）

5年間の合計 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 合計額 平成26年度の取組み実績

1-1 人件費の削減 1,291,703 267,035 301,615 354,835 411,519 291,142 1,626,146 職員数の削減等

1-2 人材の育成と効果的な活用 0 0 0 0 0 0 0 研修・民間企業への派遣研修等

2-1 事務事業の見直し 64,000 0 4,681 32,069 79,651 114,317 230,718
補助金の見直し、イベントの見直し、二次
予防事業対象者把握事業の見直し等

2-2 民間活力の導入 325,500 28,000 44,320 91,218 134,656 152,002 450,196
保育園の民営化、指定管理者制度の導
入等

2-3 経費削減 13,200 17,228 12,185 11,511 20,934 39,162 101,020
業務システム・PCの見直し、委託内容の
見直し、ＰＰＳ導入等

3-1 税等の徴収対策 224,300 81,876 122,634 131,045 181,124 151,634 668,313
課税客体の把握強化、徴収金コールセン
ターの設置、ペイジー口座振替の推進等

3-2 受益者負担の適正化 199,300 4,630 6,510 8,316 131,456 352,567 503,479
施設利用料の有料化、下水道使用料の
見直し、行政財産の使用料収入等

3-3 新たな収入の確保 6,920 5,230 5,564 5,946 157,367 6,186 180,293 広告収入等

4-1 行政運営の見直し等 150,000 0 4,702 7,297 22,295 25,830 60,124
学校給食株式会社の人件費の見直し、
旅券発給事務の受託等

5-1 庁内組織の改編等 51,000 0 0 0 0 0 0 機構改革、事務分掌の見直し等

6-1 公の施設のあり方の検討 142,000 35,358 42,940 51,715 51,851 81,564 263,428 幼稚園の休止、施設の廃止等

7-1 人件費の削減(公営企業分) 0 16,219 23,448 16,136 34,085 53,201 143,089 職員数の削減等

2,467,923 455,576 568,599 710,088 1,224,938 1,267,605 4,226,806
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